
貸　  借　  対　  照　  表

科　　　　　目 科　　　　　目 　 金　　　額

23,326 89,611

958 34,826

12 15,103

9,259 2,900

3,651 212

980 420

39 2,391

4,152 24

3,963 381

1,215 6,375

△ 907 3,523

1,501

1,602

35

353

72,362 54,784

60,201 長 期 借 入 金 40,600

16,088 リ ー ス 債 務 376

0 預 り 敷 金 ・ 保 証 金 4,978

567 繰 延 税 金 負 債 713

43,194 退 職 給 付 引 当 金 6,849

344 資 産 除 去 債 務 1,266

6

1,423

27

1,188 6,077

142 5,946

19 100

45 18,768

10,737 531

528 18,236

582 △ 12,922

1,000 △ 12,922

7,888 △ 12,922

817 131

△ 80 131

95,689 95,689

｢注」 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

流 動 負 債

前 受 金

商品券等回収損引当金

受 取 手 形

未 払 消 費 税 等

有 形 固 定 資 産

前 払 費 用

未 収 入 金

固 定 資 産

預 り 金

契 約 負 債

資 産 除 去 債 務

そ の 他

 （ ２ ０ ２ ２ 年 １ 月 ３ １ 日 現 在 ）

負　債　及　び　純　資　産　の　部資　　　　産　　　　の　　　　部

商 品

売 掛 金

（ 負 債 ）

金　　　額

買 掛 金

短 期 借 入 金

流 動 資 産

建 物 設 備

関 係 会 社 株 式

土 地

車 輌 及 び 運 搬 具

長 期 貸 付 金

 (単位　百万円)

器 具 及 び 備 品

短 期 貸 付 金

現 金 及 び 預 金

貸 倒 引 当 金

リ ー ス 債 務

合　　　　　計 合　　　　　計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

リ ー ス 資 産

資 本 準 備 金

投 資 有 価 証 券

その他有価証券評価差額金

敷 金 及 び 保 証 金

貸 倒 引 当 金

未 払 金

リ ー ス 資 産

未 払 費 用

（　純　　　　資　　　　産　）

未 収 収 益

未 払 法 人 税 等

そ の 他

固 定 負 債

ソ フ ト ウ エ ア

商 標 権

無 形 固 定 資 産

建 設 仮 勘 定

資 本 金

そ の 他

繰 越 利 益 剰 余 金

ソフトウエア仮勘定

そ の 他

そ の 他 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金

株 主 資 本

投 資 そ の 他 の 資 産



損　  益　  計　  算　  書

２０２１年２月 １ 日から
２０２２年１月３１日まで

58,176

21,175

37,000

39,717

△2,716 

28

363

244 636

240

244

355 841

△2,921 

1,113

61

40

20 1,237

4,049

462

302

185

90

41

24

2

0 5,158

△6,842 

24 

358 

△7,225 

｢注」 記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

投 資 有 価 証 券 売 却 益

関 係 会 社 株 式 売 却 益

固 定 資 産 売 却 損

当 期 純 損 失

減 損 損 失

貸 倒 引 当 金 繰 入 額

店 舗 閉 鎖 損 失

税 引 前 当 期 純 損 失

特 別 サ ポ ー ト 制 度

大 規 模 施 設 等 協 力 金

法 人 税 等 調 整 額

感 染 症 関 連 損 失

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金

債 務 勘 定 整 理 益

特 別 利 益

特 別 損 失

そ の 他

法人税、住民税及び事業税

    (単位　百万円)

科　　　　　　目 金　　　　　　額

売 上 収 益

売 上 原 価

売 上 総 利 益

商品券等回収損引当金繰入額

営 業 損 失

固 定 資 産 除 却 損

関 係 会 社 株 式 売 却 損

販 売 費及 び一 般管 理費

そ の 他

営 業 外 費 用

支 払 利 息

貸 倒 引 当 金 取 崩 益

そ の 他

経 常 損 失



個別注記表 

（２０２１年２月１日から２０２２年１月３１日まで） 

 

 

重要な会計方針に係る事項に関する注記  

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法  

   子会社株式及び関連会社株式         移動平均法による原価法 

   そ の 他 有 価 証 券              

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法  

（評価差額は、全部純資産直入法により処理

し、売却原価は、移動平均法により算定）  

時価のないもの 移動平均法による原価法 

  

２．たな卸資産の評価基準及び評価方法  

   小 売 商 品                      売価還元法による原価法 

                    （貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）  

   卸 売 商 品                      先入先出法による原価法 

                    （貸借対照表価額については収益性の低下に

基づく簿価切り下げの方法）  

 

３．固定資産の減価償却の方法  

   有 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

     建 物 設 備                定  額  法 

     そ の 他                定  率  法 

   無 形 固 定 資 産（リース資産を除く） 

定  額  法 

ただし、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間  

（５年）に基づく定額法を採用しております。  

   リ ー ス 資 産        

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

４．引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 期末現在に有する売掛金、貸付金等の債権の貸倒れによ

る損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。  

商品券等回収損引当金 商品券等が負債計上中止後に回収された場合に発生する

損失に備えるため、過去の実績に基づく将来の回収見込

額を計上しております。 



退 職 給 付 引 当 金 

 

従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給

付債務の見込額に基づき、当期末において発生している

と認められる額を計上しております。  

数理計算上の差異については、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数（１０年）による定額

法により按分した額をそれぞれ発生の翌期から費用処理

しております。 

 

５．収益及び費用の計上基準 

商品の販売に係る収益は、主に小売による販売であり、顧客との販売契約に基づいて  

商品を引き渡す履行義務を負っております。当該履行義務は、商品を引き渡す一時点に

おいて、顧客が当該商品に対する支配を獲得して充足されると判断し、引渡時点で収益

を認識しております。当社が代理人として商品の販売に関与している場合には、純額で

収益を認識しております。 

 

６．消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。  

 

７．追加情報 

 （会計上の見積りを行う上での新型コロナウイルス感染症の影響の考え方）  

新型コロナウイルス感染症の影響については、今後の広がり方や収束時期等を正確に 

予測することは困難な状況にありますが、２０２２年度以降、段階的に回復していくも

のと仮定し、この前提のもと、固定資産の減損会計における将来キャッシュ・フローや

繰延税金資産の回収可能性等の会計上の見積りを行っております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



貸借対照表に関する注記 

 

１．減価償却累計額 有形固定資産    68,823 百万円 

 

２．下記について銀行借入金の債務保証をしております。 

従業員（住宅融資等） -百万円 

 

３．関係会社に対する短期金銭債権   5,032 百万円 

関係会社に対する長期金銭債権     4,002 百万円 

関係会社に対する短期金銭債務     4,398 百万円 

関係会社に対する長期金銭債務   40,616 百万円 

 

４．当社は、当社企業グループ内の資金効率を高めるため、子会社との間で機動 

的な資金の相互融通を実施しております。この結果、当期末における子会社へ 

の預託資金 868 百万円が流動資産「その他」に、子会社からの預託資金 497 百 

万円が「預り金」に含まれております。 

 



損益計算書に関する注記 

 

１．減損損失 

当社は、各資産について、収支管理上の区分や投資の意思決定を行う際の単位等を考慮 

し、グルーピングを行っております。 

当社は当期において、営業活動から生ずる損益が継続してマイナスとなっている資産グ

ループ及び時価が下落している資産グループについて、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失として処理しております。 

 

場  所 用 途 種 類 減損損失 

東 京 都 店 舗 建物設備他 4,019 百万円 

神奈川県 店 舗 建物設備他  29 百万円 

合  計   4,049 百万円 

 

なお、当社資産グループの回収可能価額は、正味売却価額あるいは使用価値によって算 

定しております。回収可能価額を正味売却価額によって算定している場合には、土地等の

時価によって評価しております。また、回収可能価額を使用価値によって算定している場

合には、将来キャッシュ・フローを5.0％で割り引き計算しており、当期末におきましては、

ゼロと評価しております。 

 

２．感染症関連損失 

新型コロナウイルス感染症拡大防止に伴う緊急事態措置等による、臨時休業等期間中の 

原価性のない固定費等（賃借料65百万円・減価償却費21百万円・その他3百万円）でありま

す。 

 

３．関係会社との取引高    

営 業 取 引 高          13,619 百万円 

営業取引以外の取引高             2,766 百万円 

 



税効果会計に関する注記 

  
１．繰延税金資産  

税務上の繰越欠損金 9,409百万円 
譲渡損益調整資産 387 
退職給付引当金 2,369 
関係会社株式評価損 1,831 
減損損失 2,977 
その他 2,057 

繰延税金資産小計 19,031 
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額 △9,409 
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △9,622 

評価性引当額小計 △19,031 
繰延税金資産合計 -  

 
２．繰延税金負債 

 

譲渡損益調整資産 △594百万円 
投資有価証券 △83 
資産除去債務計上に伴う固定資産計上額 △36 

繰延税金負債合計 △713 
 

繰延税金負債の純額 
 

△713百万円 

 



関連当事者との取引に関する注記 

 

１．親会社及び法人主要株主等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．施設の賃借料については、近隣の取引状勢を勘案し、交渉により決定しております。 

２．当社は機動的かつ安定的な資金調達のため、親会社である東急㈱より長期資金の借入を行 

っております。なお、同社からの借入は45,000百万円の限度額内で実施されており、取引金 

額については、当年度における発生額であります。 
利率については、法令の認める範囲内で、東京銀行間取引金利を勘案して合理的に決定さ 
れております。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれず、敷金・保証金及び資金の借入を除く 

期末残高には消費税等が含まれております。 
 

２．子会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．当社企業グループ内の資金効率を高めるため、子会社に対する資金の貸付及び子会社との間 
でキャッシュマネジメントシステムを利用した機動的な資金の相互融通を実施しております。 
なお、㈱セントラルフーズへの貸付は2,000百万円、資金融通については、当社からの預け金 

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 

議 決 権 等 

の所有及び 

被所有割合 

(％) 

関連当事者との 
関係 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

親会社 東 急 ㈱ 
東 京 都 

渋 谷 区 
121,724 不動産事業 

被所有  

 

施設の賃借(注１) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資金の借入(注２) 

 

 

 

 

株式売却 

 

 

 

 

 

 

 

役員の兼任 

   

敷金差入 

敷金償還 

 

  - 

8 

 

― 

敷金 

 

   -  

2,859 

 直接  100.0 
保証金差入 

保証金償還 

1 

1 

― 

保証金 

- 

118 

 間接   - 
賃借料 5,105 前払費用 443 

  

― -  未払費用 144 

  前受金 1 

資金の借入 

 

利息の支払 

43,500 

 

240 

短期借入金 

長期借入金 

未払費用 

2,900 

40,600 

81 

    

関係会社株式の 

売却代金 
869 ― - 

  

関係会社株式の 

売却損 
185 ― - 

投資有価証券の 

売却代金 
1,602 ― - 

投資有価証券の 

売却益 
1,113 ― - 

     

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 

議 決 権 等 

の所有及び 

被所有割合 
(％) 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
㈱セントラ
ルフーズ 

東 京 都 
品 川 区 

100 
食料品の製
造・販売業 

  

資金の貸付・預入 
・預り(注１) 
 
役員の兼任 

資金の貸付 1,500 
短期貸付金 

長期貸付金 

1,000 

1,000  

所有  利息の受取 8 未収収益 - 

  資金の預入 4,835 預け金 868 

直接 100.0 利息の受取 1 未収収益 - 

間接 -   資金の預り 36        預り金 - 

  利息の支払 0 未払費用 - 



は1,000百万円、当社への預り金は1,500百万円の限度額内で実施しており、取引金額について 
は、当年度における発生額であります。 
利率については、法令の認める範囲内で、貸付けについては短期最優遇貸出金利、資金融通に
ついては東京銀行間取引金利を勘案して合理的に決定されております。また、「資金の預入」
に伴う「預け金」は、貸借対照表上、「流動資産 その他」に含まれております。 

２．上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．当社企業グループ内の資金効率を高めるため、子会社に対する資金の貸付及び子会社との間 
でキャッシュマネジメントシステムを利用した機動的な資金の相互融通を実施しております。 
なお、㈱東急タイムへの貸付は2,100百万円、資金融通については500百万円の限度額内で実施 
しており、取引金額については、当年度における発生額であります。 
利率については、法令の認める範囲内で、貸付については短期最優遇貸出金利、資金融通につ
いては東京銀行間取引金利を勘案して合理的に決定されております。 

２．上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．業務委託内容は監理業務等であります。 
価格その他の取引条件は、市場実勢を勘案し、交渉により決定しております。 

２．当社企業グループ内の資金効率を高めるため、子会社との間でキャッシュマネジメントシス 
テムを利用した機動的な資金の相互融通を実施しております。東急ビジネスサポート㈱への資
金融通については500百万円の限度額内で実施しており、取引金額については、当年度におけ
る発生額であります。利率については、法令の認める範囲内で、資金融通については東京銀行
間取引金利を勘案して合理的に決定されております。 

３．上記金額のうち、取引金額には消費税等は含まれず、業務委託を除く期末残高には消費税等 
が含まれておりません。 

 
 

 

 

 

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 

議 決 権 等 

の 所有 及び 

被 所有 割合 
(％) 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
㈱ 東急 タ
イム 

東 京 都 
渋 谷 区 

100 
時計・貴金属
の販売業 

  

資金の貸付・預入 
・預り(注１,２) 
 
役員の兼任 

資金の貸付 3,600 短期貸付金 1,800 

所有  利息の受取 -  未収収益 - 

直接 

 

間接 

100.0  

 

-   

資金の預入 884 預け金 -  

利息の受取 0 未収収益 - 

資金の預り 335 預り金 78 

  利息の支払 0 未払費用 - 

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 

議 決 権 等 

の 所有 及び 

被 所有 割合 
(％) 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

子会社 
東 急ビ ジ
ネ スサ ポ
ート㈱ 

東 京 都 
渋 谷 区 

10 
人材派遣・什
器レンタル業 

所有  
 
業務委託(注１) 
 

作業委託 2,160 前払費用 -    

直接 100.0        未払費用 165 

間接 -   

資金の貸付・預入 
・預り(注２) 
 
役員の兼任 
 

資金の預り 1,995 預り金 418 

利息の支払 0 未払費用 -   



３．兄弟会社等 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．資金効率を高めるため、当社は東急グループのキャッシュマネジメントシステムに参加し、 
機動的に余剰資金の預入及び不足資金の借入を行っております。なお、東急ファイナンスアン 
ドアカウンティング㈱からの資金融通については7,000百万円の限度額内で実施しており、取 
引金額については、当年度における発生額であります。 
利率については、法令の認める範囲内で、東京銀行間取引金利を勘案して合理的に決定されて
おります。 

２．上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれておりません。 
 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

「注」１．クレジット販売代金の回収については、加盟店契約に基づいており、回収に係る支払手数料 
については、他の信販会社との取引条件を参考にして、交渉により決定しております。 

２．上記金額のうち、取引金額及び期末残高には消費税等が含まれております。 

 

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 

議 決 権 等 

の 所有 及び 

被 所有 割合 
(％) 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

親会社の
子会社 

東急ファイ
ナンスアン
ドアカウン
ティング㈱ 

東京都 
渋谷区 

100 

東急グループ
各社に対する
金銭の貸付、
決算に関する
財務処理業務
の代行 

― 

 
資金の預入・借入 
(注１) 資金の預入 

 
資金の預り 

71,155 
 

118,806 

短期貸付金 
 

短期借入金 

1,163 
 

-  

利息の受取 0 未収収益 -  

利息の支払 0 未払費用 -  

種 類 
会 社 等 
の名称又
は 氏 名 

所在地 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事 業 の 内 容 

議 決 権 等 

の所有及び 

被所有割合 
(％) 

関連当事者との関係 取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科 目 
期末残高 
(百万円) 

親会社の
子会社 

東急カード
㈱ 

東 京 都 
世田谷区 

300 
クレジットカ
ードの取扱い
に関する業務 

― 

加盟店契約に基づく
クレジット販売代金
回収 (注１) 
 
 

クレジット 
販売代金の 

回収 
47,294 

売掛金 4,798 

 
未収入金 

 
932 



１株当たり情報に関する注記 

 

１ 株 当 た り 純 資 産 額 86円82銭 

１株当たり当期純損失 103円23銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失金額については、潜在株式が存在していないため 

記載しておりません。 


